
島根県地域医療構想調整会議設置要綱

（目的）

第１条 県は、医療法第 30条の 14第 1項に定める協議の場として、医療圏ごとに地域医
療構想調整会議を設置することとし、その設置・運営にあたって必要な事項を本要

綱に定める。

（会議の招集）

第２条 地域医療構想調整会議は、医療圏を所管する保健所の長が書面により招集する。

２ 保健所長は、別の名称の会議について、地域医療構想調整会議と位置づけることができ

る。

３ 前項の場合においては、保健所長は、当該会議を開催前に、地域医療構想調整会議と位

置づけたことを参加者に通知するものとする。

（会議の種別とその参加者）

第３条 地域医療構想調整会議は、全体会議、関係者会議及び個別調整会議の３つの種別に

区分し、それぞれ下表に示す参加者の範囲と開催時期を基本として開催するものとする。

ただし、参加者の範囲については、議事の内容又は圏域の事情に応じて、保健所長の判断

により弾力的に運用することができるものとする。

会議種別 参加者の範囲 開催時期

全体会議 ①医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会その他の医療関係者

の団体が、それぞれを代表する者として選定した者

②病院団体が、当該団体を代表する者として選定した者又は圏域

内の病院の中から保健所長が選定した病院がそれぞれを代表す

る者として選定した者

③保険者協議会が医療保険者を代表する者として選定した者

④市町村がそれぞれ代表として選定した者

⑤その他保健所長が必要と認めた者

定例

関係者会議 ①医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会その他の医療関係者

の団体が、それぞれを代表する者として選定した者

②病院団体が、当該団体を代表する者として選定した者又は圏域

内の病院の中から保健所長が選定した病院がそれぞれを代表す

る者として選定した者（医療法第３０条の１４第２項に基づき、

協議に参加するよう知事が求めた者を含む。）

随時



③保険者協議会が医療保険者を代表する者として選定した者

④保健所長が①の各団体以外に在宅医療の提供者の意見を代表

する者として選定した者

⑤保健所長が介護サービスの提供者の意見を代表する者として

選定した者

⑥市町村の医療政策担当者

⑦市町村の介護政策担当者

⑧その他保健所長が必要と認めた者

個別調整会議 ①医療法第３０条の１５第１項に規定する理由等を記載した書

面を提出した者

②①の者の利害関係者

随時

（議事）

第４条 地域医療構想調整会議の議事は、会議の種別ごとに下表を基本とする。ただし、保

健所長が関係者と協議のうえ、下表に示した事項以外の議事を協議し、又は別の種別の会

議で協議することを妨げない。

会議の種別 主な議事

全体会議 ・地域医療構想の達成に向けた取組の進捗状況管理

・関係者会議での合意事項の共有

・地域医療介護総合確保基金に係る島根県計画に関する圏域意見の決定

関係者会議 ・地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する協議

・圏域内での慢性期病床・在宅医療・介護サービスの整備に関する協議

・地域医療介護総合確保基金に係る島根県計画に関する圏域意見の協議

・外来医療提供体制の確保に関する協議

個別調整会議 ・医療法第３０条の１５第１項に定める事項

（会議の運営）

第５条 地域医療構想調整会議の議長は、保健所長又は保健所長が指名した者とする。

２ 地域医療構想調整会議の庶務は保健所において処理する。

３ 健康福祉部医療政策課は、保健所に対して必要な情報の提供等の支援を行う。

４ 地域医療構想アドバイザーは必要に応じて地域医療構想の進め方に関して調整会議の

事務局に助言を行う役割や会議に参加し議論が活性化するよう参加者に助言を行う役割

を担う。



（その他）

第６条 この要綱で定めるものの他、地域医療構想調整会議の運営に関して必要な事項は、

圏域の実情に応じ、保健所長が別に定める。

附  則

  この要綱は、平成２７年７月１６日から施行する。

附  則

  この要綱は、令和元年９月１７日から施行する。

附  則

  この要綱は、令和元年１０月 ２日から施行する。


